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	１．建物間熱融通とは 2
	２．建物間熱融通の事例 4
	３．建物間熱融通の条件 5
	４．事業化までのフロー 7
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	８．普及に向けた関係主体の役割 13
	この他に、地方公共団体が①～③を行い、事業公募する場合もある。
	(1)地域情報データベースの整備

	建物間熱融通を促進するためには、地方公共団体等が中心となり、熱融通に必要な地域情報を整備することが望まれます。
	データ整備に関しては以下のような既存データの利用が考えられます。また、大学等の研究機関との共同研究も考えられます。
	(2)適地抽出のポイント

	熱融通を行う適地抽出のポイントとして以下の要件が挙げられます。
	(1)システム計画において考慮すべきポイント

	熱融通システムを構築するにあたり、以下のような技術的な留意事項があります。
	①直接接続と間接接続

	熱媒を熱交換器を介さず熱源設備に直接供給する方法が直接接続、熱交換器を隔ててやり取りする方法が間接接続です。それぞれにつ
	■直接接続
	■間接接続
	②熱融通配管ルートの計画


	配管が道路を横断する場合には、道路法により、道路管理者の許可が必要です。通常、道路下へ埋設物を建設することが許可されるの
	なお、新横浜地区３施設の熱融通事例では３施設は同一敷地内にあり、地下駐車場でつながっていたため、熱融通配管ルートは容易に
	③計量・管理区分
	■計量


	熱融通を行うと効率の高い機器を優先運転することが多くなり、ひとつの建物に光熱費が集中してしまう場合があります。従って、各
	建物オーナー同士で熱融通を行う場合だけでなく、ＥＳＣＯ事業者などが介在して熱融通事業を行う場合も、これらのコスト配分につ
	■管理区分

	管理区分については、事業形態により複数のパターンが考えられ、ケースバイケースで適切な管理区分を設定する必要があります。
	例えば、建物オーナー同士の協議により熱融通を行う場合は、基本的に各建物内の熱源設備は、各建物オーナーの所有であり、熱融通
	ＥＳＣＯ事業者等が介在する場合には、熱源設備は、ＥＳＣＯ事業の範囲により建物オーナーが管理する部分とＥＳＣＯ事業者が管理
	熱融通配管については、全体をＥＳＣＯ事業者が管理する場合と、敷地内については建物オーナーが管理し、道路埋設部分のみＥＳＣ
	(2)システム評価

	システムの評価は事業性(経済性)と環境性（省エネルギー・省ＣＯ2効果）で評価するのが一般的です。
	事業性は、事業にかかる建設費、適用できる補助金、資金調達条件（資本金、借入金利･返却期間）とシステム導入前後による光熱水
	環境性はシステム導入前後において、電力・ガス等のエネルギー消費量を算定し、システム導入により削減された一次エネルギー消費
	全国で建物間融通を行った場合のＣＯ2削減効果の推計結果を以下に示します。
	(1)各主体の役割
	表　熱融通普及に向けた各主体の役割

	地方公共団体
	開発事業者
	(建物オーナー)
	熱融通事業者
	(エネルギー事業者等)
	国等
	(2)各主体関係図


